平成22年度 横浜市社会福祉審議会

第２回　横浜における持続可能な福祉社会の構築に関する専門分科会　議事録
	開催日時
	平成22年10月19日（火曜日）　午後１時00分から３時00分まで

	開催場所
	松村ビル別館　５０２会議室

	出席者
（五十音順）
	大江委員、斉藤委員、中野委員、橋本委員、堀越委員、矢野委員

	会 議 形 態
	公開（傍聴者なし）

	議題
	１　審議事項『横浜における持続可能な福祉社会構築の方向性について』

～自助・共助・公助における今後の取組みの方向性



・議事要旨

	【開会、職員紹介、事務局説明】

	　　企画課担当課長より、本日の論点及び資料について、説明があった。



	【議題１　自助・共助・公助における今後の取組みの方向性】
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	　これからの議論の進め方でございますけれども、報告書として論点を１０考えてくださっておりますが、最初の５つ、自助・共助・公助の自助・共助の部分。論点①②③④⑤について今日は重点的に議論してほしいというご意向でございます。

　まず、論点①です。これまで家族が担ってきた部分を支えるにはどうしたらよいかということでございます。その中で、「なんちゃって実家」については、中野委員から詳しく話しいただけますか。
　「なんちゃって実家」というのを９月からお家を借りて始めました。とてもレトロな築３５年のお家で、お家賃９万円です。お庭は広く、前は竹やぶや雑木林、畑に取り囲まれています。

　この事業は、小さいお子様がこれから親を頼らなくても生きていける、それから親も、今までだったら実家に頼れたのに、近くに実家がない、あるいはあっても実家が実家として機能するほどの体力、気力を備えていない貧困の連鎖の世代で実家が頼れないときに、地域にそういうものがあってもいいのではとご用意しました。

　準備はできているのですが、利用者さんはまだちらほらとあらわれているだけです。去年は、拠点なしで似たようなことをやりました。やっぱり拠点があると、泣きに来られる、くつろぎにも来られる、それから、来た仲間同士が相互に支え合える。何より場の力が強いと思いましたのは、くつろげます。６畳と８畳の２軒長屋をつなげ、その南側は全部が縁側です。また、新しい職員などマンション住まいの若い人は、雨戸のあけ方を知らないことも発見できて、やっぱり実家ってこういうレトロなところがいいと思いました。

　これからいろんな活用をしたいと思っています。お子様を預かるだけでなく、ご高齢の方の看取りもできると思っています。過剰なサービスをするつもりはなくて、エンパワーメントをかき立てながら、いずれ引きます。みんながみんな完璧な人間じゃなくたって、地域で寄り添いあえば乗り越えていけるという見地になったらと思っています。
　今は、具体的にどういう方がお立ち寄りになっていますか？
　今始まりかけているのは、パパ違いの兄弟がいる下のお子様がいます。親が、どの子も学校に上げていないのです。保育園に行くご用意もできないお子様を、去年１年、体を動かすことや保育園に行くことを支援しました。また今年も支援を求めてきたので、今度はこの子と体を動かしながら、ご飯は自分でつくることを覚えてもらったり、小学生になりましたので、学校へ行くことを支援したり、パソコンゲームではなく外にある楽しい遊びを覚えてもらったりしたいなと思っています。

あと、仕事が見つからなくて、保育園をやめさせられてしまった外国人の親御さん。せっかく日本語を覚えかけた４歳の子供を、この町で続けて支えたいのにと保育園の園長先生が嘆いておられたので、保育園のすぐそばで私どもがお預かりしようかなとか。あとはご老人が立ち寄られたり、障害のあるお子様方が立ち寄ってくつろいでいったりします。

　それから、何と一番元気が出たのが、裏手に住んでいる大家さん一家でした。ご高齢で、前の賃借人がとても使い方が悪かったので、今度は健全なファミリーに貸そうと思っていたそうです。最初は難色を示されたのですが、こういう思いを実現したいんだと申し上げているうちに賛成してくださいました。今は毎日のようにいらして、草取りの方法を教えてくれたり、家中、雨どいの汚れを取ってくれたり、世話やきがしたくてたまらない。老人会の会長さんだということが後でわかりました。

　そして、町内会にごあいさつに行きましたら、ありがたいことに町内会の班長さんの奥様も、副会長の奥様も近くにある養護学校にパートでお勤めになっていることがわかり、「子供が騒ぐと思いますのでよろしく」と言ったら、「何の何の、全然オーケーよ」と言っていただいて、「この町はいい町なんだよ」と自信を持って言っていただけました。私は最初、この拠点で支えようと思ったのですが、瀬谷の北側の竹村町というのですが、どうやら竹村の人たちが町ぐるみで支えてくれそうだという予感がしてきました。町で困った人を見過ごさない、困っている子を、遠目に見ながら、つつがなく成長しているのを見て、「昔、あの子も悪かったよね」なんて言って見届けてくれる大人の気持ちが町の中で醸成されたらいいなと思っていて、そういうおつき合いをさせていただこうと思っています。
　ありがとうございました。

　論点①というのは、これまで家族が担ってきた部分を支えるにはどうしたらよいかということですが、支え方の例として、中野委員から「なんちゃって実家」を発表いただきました。
　今日、最初にお示しいただいた市民生活白書に掲げたさまざまな市民像は、私もこの議論に参加していたんですけれども、ちょうどパーセンテージを足しますと、リスクの低いグループが３７％、リスクの高いグループが３８％で、中間が２５％になっているわけです。

　家族の機能というのが非常に大きく変わってきているということは、リスクの高いグループではもちろんかなり危機的にあらわれる部分がある一方、リスクの低い部分においても、それぞれの当事者の力を失わせる可能性があります。例えばケアプラで取り組んでいる事例で、高齢者の男性の調理能力をつけさせるための長い講座をやって、次に自主的にグループを継続するような形で、そのケアプラでやる会食の会のつくり手になって参加する。つまり自分で料理をつくれる、仮に配偶者が先に亡くなっても、自分でちゃんと栄養を考えたおいしいものをつくれるということと、それからその技能をつけるために集まる仲間づくりがそこで行われて、そして仲間同士で楽しめる、つながりをつくる。そして、それをさらにもう一段、人のために役立つ技能としても生きるというチャンネルをつくるという取り組みがされていて、それは、仮に奥さんが要介護になって倒れてしまったときの男性の暮らしを考えたときに非常に力になると思うのです。

　家族機能が弱っていくというのは、そういうケースも出てくるわけで、この大きく類型化した居住層それぞれの中でどういうニーズがあって、それをどういうふうに支えたらいいのかという形でこの問題を考えていくといいのではないかと思います。実践から学ぶのは非常に有益なので、中野さんの事例やケアプラでの取り組み、「なんちゃって実家」に近いもので、武蔵野市のテンミリオンハウスという取り組み、ドリームハイツのコミュニティーカフェ、夢みんなど、他市、他地域の事例もありますから、その仕組みをよく学ぶことが必要なんじゃないかと思います。
　実際に今、そういう家族にかわっていろいろなことを担おうとしているインフォーマルな団体というのは横浜市内にたくさんあると思います。ただ、それに気づいていなかったり、それが個々で動いていて、その団体同士の連携がとれていなかったりということが多くて、やりたいことができないでいることをとても多く感じます。

　私も港北区で事業を行っていたことがあって、いろいろな社会福祉協議会の団体の集まりに行くと、そのいろいろな会議において、それぞれが同じようなやりたいという思いを持っているにもかかわらず、横の連携が全然できていないので、なかなか大きな事業に発展しないということがありました。今、横浜市は、大きくなり過ぎていて小さいところに目がいっていません。例えば「なんちゃって実家」というのはとてもいい取り組みであるし、増えていってほしいと思います。実際に動いているものがたくさんある中で、それを活性化させるというのも一つ手ではないかなと。うまく活性化させる方法や、小さなグループ同士が連携を持って情報を交換できるようなシステムを考えていくというのも一つじゃないかと感じます。
　私も経済観光局のコミュニティビジネス支援事業で３年間、市内のさまざまな方々とお会いしてきました。特にこういうコミュニティビジネスとかソーシャルビジネスと呼ばれるようなものを自分たちの手でやろうという方々には、いわゆる基盤がない、数人で集まったり、もしくは１人で考えているという方が多い。社会に対する問題意識を持った方々で、社会の中で仕組みがなかったり支えがないようなところをやろう、なおかつボランタリーではなく、継続的にやるために事業化していこうという方が非常にたくさんいらっしゃいます。そういった方々を見ていると、何かその方々を支える仕組みや、支援する人が本当に必要だと思いました。

　例えば、子育てや高齢者の方の支援をしたくて区役所に相談に行っても、相談の仕方によっては、例えば商店街の空き店舗を使って拠点をつくりたいといったときには、残念ながら区役所にその機能はほぼありません。ビジネスでやるのであれば、産業振興のほうに行ってくれということになったりします。

　区社協やボランティアセンター、ケアプラザもそうだと思うのですが、今、おそらく小さな都市に行くと、その辺が実は非常に喫緊の課題になっていて、わりとスムーズにいくと思います。しかし横浜市では、区と局という縦と横のラインが重なっていまして、いろんな制度や補助金も使いやすさに違いがあります。そこをうまくコーディネートする人材または機能というのが非常に今、足りていないということを実感しています。
　家族の変容というのは産業の構造の変容によって伴うもので、家族そのものからいったら、高度成長の横浜が大都市化してくる時期の変化のほうが今よりもかなりきつい形で行われていたと思います。そのときに、行政が積極的にプラスの介入をしていったかというと、必ずしもそうではないだろうと思います。ただ、高齢化が進むにつれて、やはり全部漏れなく網をかけて漏れなくすくうのは、なかなか難しいことだと思います。

　皆さんが事例に出した、こういった積極的な、前向きなコミュニティーや家族支援という運動の芽を摘まないように、それを奨励して引き上げていく。こういった運動が新しい福祉社会を築くんだという、基本的な考え方を支えていくという姿勢がやはり積極的に行われるべきなんだろうと思います。
　ありがとうございます。今、横浜市の中にあるものを活用しながら何ができるかというと、やっぱり地域ケアプラザの機能をもう一遍見直して、機能を強化していくということが必要じゃないか、と思います。

　実は、私のひとり暮らしの姉に認知症が出まして、ご近所の方が気がついて地域包括支援センターに連絡してくださいました。そこで、社会福祉の方が姉のところに行ってくださって、ご飯を食べていないことに気がついて、すぐいろんなことをしてくださいました。今、随分回復しましたけれども、ひとり暮らしはもう難しいとのことです。姉は行きたくないのですが、要介護１の人が入るところというのは身の丈に合った有料老人ホームしかないのです。それを探しに、私はここのところ、福岡と横浜の間をいくどか往復しております。この通報してくださった方は、ほんとうに大丈夫かしらって心配と、何かがあったら迷惑というのと両方でした。これはご近所の避けられない当たり前の姿です。だけど、そういうことを考えてみますと、やはりニーズを発見する機能をもつ地域包括支援センターはすばらしい。これを横浜市は先取りしてケアプラザでやってきているんですね。

　私も青葉区の地域包括支援センターの指定管理者の講習のお手伝いをしてみて、とても頑張ってくださっておられますけど、やはり委託された法人のキャラクターだとか地域性によって随分違うことに気がつきました。だから、矢野先生もおっしゃったように基本的にあるものを重視しながら、どうやっていくかというと、相談機能をもう少し真剣にきちんとやるということが必要だと思いますし、そして地域でともかく安全に暮らしていくということは、大江先生が先におっしゃいましたが、食べることをどう確保することかと思います。

　私は介護保険の創設にもかかわりましたけど、１０割負担でも食を確保するというサービスを入れておくべきだったと、あのときもそう思っていましたし、今も反省しています。私が見せていただいた横浜市青葉区のある地域ケアプラザは、男性たちにお料理の講習会をやっていまして、その人たちが卒業した後に、自主的に配食サービスをやっていました。見事でした。

　だから、私は自分の事例を考えながら、そして安定して暮らしていくことを考えると、相談機能をもう一遍充実させること。市や区でおやりいただくことと別に、地域で住民に密着したところでいかに相談に乗っていくか。こういうところは、ケアプラザの相談機能は、やっているようで意外に弱いですよ。それと、具体的なサービスをどう提供していくかという中では、食事と住まいの確保が課題です。

　要するに、地域ケアプラザの機能をもう一度見つめ直し、重要な役割をしっかり担ってもらう、職員の再訓練もお願いする。法人にお願いしておりますと、個性が出てしまうのです。だから、もう少し体質改善だとかを頑張ってほしい、と思っております。
　関連していいですか。今この家族機能のところが、自助の中に入っているのです。これは自助というよりは、むしろどちらかといえば共助の領域の問題と思います。共助の領域というものは、緩やかな弱い専門性が必要で、いかにそれを入れて具体の支えになるかというところがポイントだと思いますので、どちらかといえば共助の問題として議論してほしいと思います。

　それから、ケアプラの問題は、地域コーディネーターの人たちの支援を我々の研究室でやったことがありまして、地域コーディネーターの人たちは非常に悩んだり迷ったりしているわけです。この仕組みは、横浜市独自の指定管理契約の中に地域コーディネーターの雇用の費用を入れているという、非常にすぐれた仕組みなのですが、実際に地域コーディネーターが地域に出たときには、さまざまな試練に出遭うわけです。どうしたらいいかということが悩みとしてあって、横のつながりが必要になって、ある種の中間支援の一つの形が合わさって、ケアプラの機能は充実していくんだろうと思います。

さらに方向性の一つとして、ケアプラはサービス領域が広い。もう少しきめ細かくやるためには、サブ的な拠点が必要で、その拠点とケアプラとが連携をとりながらやっていくと、ケアプラの機能も実質的に地域全体に広がっていくかと思います。この点も、ケアプラの充実強化をもし方向性として出すならば、その中に入れていただきたいと思います。
　今、大江先生がおっしゃいましたのは、自助ということは、脆弱してきた自助の機能をどうカバーしていくかという意味で公助のところにつながっていく。だから、最終的には、体系化して整理していかなきゃいけないところかと思います。

それでは、次の論点②は、どうすれば経済的自立を支援できるか、です。どうぞ。
　１番上のリバースモーゲージですけれども、リバースモーゲージについてはいろいろ議論がずっとあるところではありますし、いろんな試みもあるんですが、全般的にはそううまくはいっていないと思うんです。

　これはご存じの方も多いと思いますけれども、基本的にアメリカのシステムというのは、住宅や土地の資産価値が下がらないような社会的な仕組み、資産価値を担保する仕組みがあるわけです。しかし、日本にはない。日本にリバースモーゲージを導入するというのは、非常にベースの資産価値の担保の部分で困難で、やるとしても資産価値が、それを担保にして担保価値がなくなったらそこでおしまいというタイプにしかならないと思うのです。そういう意味で、不動産を担保にしてお金を借りて生活費に充てるというのはあってもいいと思いますけれども、今のところあまり有効なものではありません。

それから、コンパクトシティーの話が出てきます。郊外に対するこれからの横浜市としての取組を、やや将来的には捨てていくということも考えるという文脈の中で、利便性の高い集積性の高いところのほうに投資していくという方向性が一部出ているわけですが、それは２０２５年に向かってという言い方をされています。どの時点でその方向性に向かうかというと、僕は今ではないと思っているんです。今そのことを議論すると、横浜の中で、非常に都市計画的に見てもすぐれた郊外住宅地区はそこそこできているのに、その資産価値が下がってしまうんです。ですから、この資産を有効に活用するという意味で、市としても固定資産税をきちっと取れるように、資産価値を下げないための方策を都市計画も含めてとっていくべきと思います。それがあって初めて資産の有効活用という話が出てくるわけですから。資料の２番目、３番目の視点は、なかなか難しい点もあるかと思いますけども。
　リバースモーゲージの議論をもう少しいかがでございましょうか。

　結局、家族は小さくなっておりますし、いただいた資料にもたくさん出てまいりますけれども、ひとり暮らし、夫婦だけ、子供がいない人、それから子供があっても、介護や経済的な支援を受けたいとも思わない人。そして多くの今までの世代の人は、子供たちにいろんなことを負担をかけたくないと思いながら、資産を残してやりたいと思っている。大きな矛盾でして、やっぱり社会的にフォローしてもらいたい、しかも適正な負担で。これはもう成り立たないことははっきりしているわけですから、どうしていくかという議論なんです。

　だから、今の大江先生のような議論を大局的に見ればそういう議論もしておかなければいけないのです。高齢者がみんな資産があるかというと、そうではなくて、資産がある人とない人とがいます。でも土地や家屋を持っている人は、横浜市の場合はそれなりにいると思います。そういうことと、全体の社会保障制度、特に２０２５年を踏まえて、市全体の財政的に、どうやって負担と給付の関係を維持していくか。ご意見があればいかがでしょうか。
　手持ちのお金がないので介護が受けられないという方々はそれほど多くはないようですね。私はケアマネジャーもしていて、年金の額をお聞きしながら介護サービスの上限を調整していくんですが、年金の範囲内で何とかなるんですね。
　どのぐらいの年金額ですか。
　たしか、だんな様の遺族年金と自分の国民年金とをあわせて月額２０万円ぐらい。

　かなり恵まれたほうですね。

そうですね。七、八万円の年金でやっていらっしゃる方も多いですね。

　老齢基礎年金は６万６,０００円ですよね。

　はい。そして、生活保護をお願いするにはちょっともらっているという１２万円ぐらいという方もたくさんいます。でも、お家があればまだお家賃を払わないだけ何とかなっている。

　そして、私が今日お話ししたいのは、実は家族がいないわけではないけれど、最後は夫婦２人暮らしで、片方が亡くなり、自分も亡くなった後の跡地の空き家のことなんです。私も「なんちゃって実家」のために物件を探していたのもあるのですけれど、小さなデイサービスもやりたいのです。大規模な何十人規模じゃなくて、今も、８人定員の民家を借りてデイサービスをやっているんですけど、さっき大江先生がおっしゃったケアプラのサテライトみたいなものを町にいっぱいつくりたいので、物件探し中なのです。そういう空いてしまった、介護が済み、お亡くなりになって空いているお家を私たちがアクセスするのは難しいんですけど、公的なところで一旦借り上げてくださって、それを公募で運営を委託しても差し支えないと認められるところに貸していく、または仲介をやっていただけたら、もっと町の中が活発になるのに。１軒のお家で、保育と高齢、そして障害児の拠点が地域の中に点在したらいいのに、と思います。
　要するに、資産を有効活用する。行政というか、市が借り上げて、福祉施設や、そういう地域の活動に活用する。ただ、使っているときはだめなんですよね。
　でも、それもねらったことがあります。阪神大震災があったときに、入院中だったお年寄りが広いお庭とお家をお持ちだったので、震災で困っている人を期限付きで住まわせてもらえないか、入院先の病院に言いに行ったことがあります。断られましたけれど。でも、いない間だけ住むとか、共同暮らしをするとか、お屋敷だったらやってやれないことはないのに、有効に使えたらいいのにと思いました。
　そういうノウハウというか、一ひねりがあると資産を持っている人の所得にもなるし、地域社会のために貢献できるという。
　そのとおりです。今も１軒有料ホームをご案内して。認知症が激しくなって、お家でひとり暮らしは難しいので有料ホームにお預けしました。居抜きで、お茶わんから電子レンジから残っているというまま住んでいただける方があったらいいなと思うのです。
　ほんとうにおもしろいご提案だと思うんですけども、実際に私の知人でも、高齢になって、子供がいてもそれぞれに家庭を持ってしまって、大きなお家はだれかに貸して、自分たちはマンションに住んでいるという人がいます。それは、その収入と年金等も合わせて、自分たちが経済的に自立できるよう、そうしたのですけれど。

　ただ、持っている人はそれができるんだけれども、おそらくこの経済的自立を支援できるかというところでは、貯蓄にしても何にしても、やはり何かを持っていない人の支援をどう考えていくかというのが一番大切なところなのかなと感じています。企業によっては退職金を年金の方式で出していって、死ぬまでは、自分が亡くなっても奥さんは安心して暮らせますという働きかけもしているということです。何か持っている人はわりと経済的に自立してどうにか生きていけるんだけれども、これから、例えば資産や退職金がない時代であったりとか、ずっと一生社宅で暮らしていて自宅がない時代というのが到来してくるわけで、それをどのように考えて、うまく自立して生きていけるか。そして、公的なお金ばかりではなく、どのようにうまく生活できるか、を考えていかなければいけないと思うのですけれど、これについてのアイデアはありません。
　この議論というのは、要するに所得の、低所得の蓄えもない方の議論。これは公的に補充しなきゃいけないのははっきりしているわけです。ありがたいことに生活保護という方法がある。だけども、若干の、あるいはたくさんの資産がある人を、公的な資金に依存しないで、自費で生活を成り立たせる。そんな仕組みはないのかという議論だと思うんです。この辺をもう少し何か。
　この流れに戻しますと、リバースモーゲージの確認というのは簡単です。数年前に、先ほど出ました生活保護でリバースモーゲージ制度が導入されております。横浜地区の生活保護制度におけるリバースモーゲージの利用率なんて、すぐ数字で出てくるはずです。多分、推測ですけれども、大して進展していないと思います。
　数件です。
　全国的にそうです。なぜそうなるかというのは自明です。

　遺族がそういったことはさせない。日本は不動産資本主義でありますから、死んで空き家になったところで、やはり家族がそれを死守するわけです。

　そこで、この１番をリバースモーゲージという形でもし本格的に展開したいのであれば、相当入念な戦略的アプローチが必要だし、それにオーケーと言ってくれる相手方の受容を、家族も含めてどうやって掘り起こすかという、これを戦略的に考えていかなきゃいけないという問題があります。

　それから、今のお話の流れで言えば、人間の生活というのはフローとストックなんですね。フローというのは、食べる、着る、それから生きる。このための最低生活を確保していく。賃金を含めて、それ以外の資産というのはストックのほうへ入ってきます。このストックを考える場合に、このストックをどうやって一代きりで使いこなすか、あるいはそれがずっと流れの中でとらえればいいのか。やはり子供や親戚がいて、何千年という流れの中の一代なんだ、という形で見た場合には、過剰に行政が介入、あるいはモニターしていくというのはやや僭越なのではないか。つまり、中野さんのような下から支えて、横から同じ目線でしていく、それをバックアップしていくという方向が、あまりパンチはないけれど、好ましいのではないのかと思います。
　資産活用をしてもらうことによって公費の支出をどう抑えるかという議論をしたかったわけですが、この議論は大変難しい議論でして、なかなかこの場で結論を出していくということにはならないと思います。

　この視点の３番目に書いてございます住まいの確保。要するに、空いていて、効率よく使われていない住宅なんかがいっぱいあるわけです。どうやって支えられながら地域で暮らすかというときに、住まいとそして厚生年金ぐらいあればやっていけるはずです。しかし、そうではない方をどうされるか。住宅を比較的安く提供する仕組みができることによって安定した暮らしができないだろうかということですね。今日は、次の議論に行きたいと思います。
　検討の視点の３番目は、何が一番言いたいんでしょうか。
　こういうことじゃないでしょうか。公的な住宅が提供されれば、住宅費が比較的安く済む。老齢基礎年金や貯金で生活していける人もいる。それによって公的支出を抑えていく。要するに住宅対策を実施し住宅費を抑制することによって、入所型の施設、在宅ケアでやっていく可能性はないだろうかという議論かと思います。

　事務局のほうから補足させていただきますと、１番目、２番目の視点は、所得を増やすというベクトルで考えておりまして、経済的自立をどうやったら支援できるか。その一方で、３番目は、支出を減らすという観点から経済的自立を高めるということはできないか。そうすると、支出の部分で一番大きい要素は、やっぱり住まいがあるだろうということで、住まいの部分を例えば現物支給のような形でサポートするような形で経済的自立を、つまり支出を減らすというサポートができないか。そういう観点で、視点として入れさせていただきました。
　まず、文章表現として、住宅費の支出は同時に消費にもなりますから、支出を抑制して消費が拡大するというのはわかりにくい。それから住まいの点については、今、私は横浜市の住宅政策審議会で議論しておりますが、横浜市でもおそらく６０歳時点の持ち家率というのは７割ぐらいかと思います。ですから、高齢者の持ち家率が非常に高いことは前提として、ここから次のステップに行く、その次のステップの部分が十分にないのが現状です。今、施設的なものが整備されてきていて、普通の住まいと施設的なものとの中間が非常に少ない。そこに今、国交省も高専賃などで供給を促進しようとしていますが、そこにもう少しいろんなタイプの住まい方があっていい。例えば、私もかかわっている高齢者グループリビングですが、これは要するに暮らしのため共同してサービスを購入する仕組みで、小さい単位では共同消費なのです。これはもともと自前でやっている方々なので、これを支援することも選択肢の一つです。
　確かに今、高専賃や届け出をしていない通称有料老人ホームでは、悲惨な実態があります。高専賃は国土交通省の所管ですし、不動産屋さんがおやりになるところが多いですが、同じ資本系列の中で在宅サービスをつくって、そこへ派遣するようなやり方でいろいろ課題が出てきています。でも、それも確かに一つの方向であって、そうでなければ在宅サービスは成り立ちませんから、大江先生のおっしゃったことも含め、いろいろな方法でアプローチしていく必要があります。
　高齢者住まいの関係になりますと、６５歳以上の方用かもしれません。６５.１％が持ち家の戸建て住宅です。
　都心部としては持ち家率は高いですか。平均的なところですか。
　平均的なところだと思います。あと、マンション、持ち家の集合住宅で１７.６％になりますから、合計８２.７％。
　やはりかなり高い。全国でだいたい６０代で８割というのが持ち家率です。
　そうなりますと、ひとり暮らしや夫婦だけになったときにも、認知症がなければ大丈夫なんです。認知症さえなければ、ホームヘルプサービス、食事サービス、医療と訪問看護とがあれば生活できます。認知症をどうするかという課題なんでしょうね。

　それでは、次は論点③です。どうすれば市民が地域活動に興味を持つか、具体的には中野委員や斉藤委員のような活動をどうやって展開していくかという議論かと思います。これも非常に難しい。民生委員さんのなり手はございませんし、自治会組織に加入しない市民が増えていますし。
　まさしく、先ほどのケアプラザの男性の料理教室から社会貢献的な動きに発展していった配食サービスのような動きだと思います。ゼロから１に上げるというのはハードルが高いんですけれども、１を２にするのは動機づけもしやすいと思っています。

　例えば僕たちも今、１０～２０代のボランティアやサポートステーションのジョブトレーニングの研修の子たち２０～３０人くらいの方々と一緒に活動を推進しています。例えば地域の人たちに「地域活動をやらないか」と言ってもだれも反応しません。「来週イベントで焼きそばやるから包丁持ってこい」とか、そういうところから気がつくと活動に移っていくほうが圧倒的に多いです。

タウンカフェができて５年経ち、これまでの集大成として、中学生の仕事レポートや、高校生や大学生が町を回って、地域活動や地域で根差した商売をされている方の紹介をする冊子を作りました。これには、商店街も市民もお金を出してやっています。こういった活動をなぜ学生がやるのかとよく質問があります。入り口はこれではなく、面白いからと連れてこられ、それをきっかけに企画を温めたりして面白がって活動していくのです。今の活動に面白い機能をつける、または職員やコーディネーターに発想や着眼点を変えるような機会を与えることで、多分、大きく変わっていくと思います。

　あとは、その方自身の個性やネットワークを引き出していく。先ほどの地域交流コーディネーターの役割はまさしくそうだと思います。地域にたくさん埋もれているんですね。私が知っているケアプラザのコーディネーターの方は、何をしていいかわからず困っています。一方、僕らは人がいなくて困っている。やりたいことはたくさんありますが、コーディネーターの方に来て欲しいと言っても、やっぱり規定ではできない、というもどかしさを僕らは感じています。また拠点を持って活動している人たちも同じような、人件費も出なくてやっているのに、ということをおっしゃる方も仲間にはたくさんいます。

　活動すべき人が配置されているのに、どのように活動すればいいかわからない。そこにヒントがあると思います。どうすれば活性化できるんでしょうか。
　お仕事だと思わず、おもしろがればいっぱいネタはあると思います。

　おもしろがってもらうきっかけは何ですか。

　具体性だと思います。「地域活動に参加しませんか」と言うと皆さん引くんですけど、具体的ですぐできることだとやってくれたりします。私も困っている人と余力のある人をつなげたり、それを人に振っておくと、その日に実らなくても後に実ることもあるので、種だけはまく、それからおもしろがってやることかなと思います。
　むしろおもしろがる人がコーディネーターになれるといいですよね。ただ、僕なんかがケアプラザのコーディネーターになれるかというと、まず職員にならなくてはいけないですからなれない。そこで、いわゆるサテライトのブランチ機能みたいなところが担っていく。ケアプラザとは違いますが、僕たちのタウンカフェも民設民営で立ち上げ、２００８年度からは港南区の区民活動支援センターのブランチに位置づけられました。家を借りて制度に乗らない助け合いのサービスだけをやっている、さわやか港南さんという任意団体がありまして、そことタウンカフェがブランチというふうになります。それぞれやっていることは全然違うのですが、市民活動の支援に有益だろうという一定の判断のもとにやっています。わずかな補助金しか入らないのですが、それでも制度として位置づけていくことによって、区民活動支援センターへの本体のボリュームや機能を少し減らし、コストも抑えて、民間で補い合っている。ですから、個性と公共性のバランスをどうするかというところに難しさはあるのですが、こういったことを取り組みとしてやっています。
　個性と公共性は、キーワードだと思います。常に非常に関心の持てるような活動があるということも１つのきっかけなんでしょう。そういう活動がない地域に動機づけをしていくという点では、地域ケアプラザは私もとてもいいシステムでよく働いていると思います。だけども、例えば制度上のことはやるのですが、それだけかと思うことがあるのです。
　１つには、指定管理者がさまざまな来歴を持つ法人がいらっしゃるので、その癖が抜けない、経験が少ない、ということはあると思うんです。だから、そこに対してはやっぱり地域コーディネーターってどういうものだということを伝えていくということは非常に大事だと思います。

　それから、我々が地域コーディネーターの方々の意見や声を聞いて感じたのは、結構早く異動させられてしまうんですよね。それで、地域コーディネーターというのはある種の専門職、つまり弱い専門性、市民的専門性という言葉も出てきていますけども、そういう人たちは孤独でどうしていいかわからないという中に置かれているので、横につないでエンパワーすることが必要なんです。地域コーディネーターが、比較的自由に動けるようにするためお金を出しているということを、法人に対してしっかりと言うべきだと思います。そういうことで活性化されていくと思うし、市民セクターでもその支援をしていらっしゃいますし、そういうことを地道に続けていくのが正攻法じゃないかと思います。
　市民に、地域活動に積極的に参加させるというのはある意味簡単です。政治性や行政への枠を強く前面に出せば、それはそれなりの成果が出るわけです。

　例えば中国には社区という地域の単位というのがあって、ボランティアをしたり道路の掃除をしたり、様々やっているのですが、社区を管轄しているのは地区の共産党委員会の委員です。これを活発にすればするほど地区の共産党委員は出世する構造になっているわけですから、こうやって動機づけを行政の中につくれば、比較的簡単にこういったことはできる。けれど、それは本来ではないでしょう。つまり先ほど、「地域活動しようよ」と行政系の人が言った途端にみんな引くというのは、その背後にある政治性を感じるからだと思うんです。

　とすれば、地域活動にどうやって中立的な形で関与するかというと、これも社会学の考え方で言えば、地区が共同で１つのことで専念し公共のために働くというのは、大体負の要因が外から来た場合です。ここがひどい場所だとかコミュニティーアクションとか負の要因が外から来たときに、どうやって守り、どうやってここからこれを再建し、これをつくり上げていくか。京都の祇園祭もまさにこういった形で何百年も続いているわけです。こういったものが地域活動のある種、日本の根幹の一つになっているというふうに考えるとするならば、お互い競い合うという情報の提供や、代表的な人を表に出して「この人は横浜の誉れだよ」というような、１つのそういうシステムを陰ながら構築していくということが逆に地域活動をいい形で活発化させていく要因になるかもしれません。
　具体的に言えば、今度の報告書にも書こうという話になっていますけれど、斉藤委員や中野委員の取り組みなどの、モデル例をもっと市民に伝えて働きかけていく。
　そのとおりです。あまり行政が、自分が自分がとやってもいけない。なぜならそれは自律的な活動ですから。ただ、最終的に認めてくれるのは行政、政治的な権威なので、それも十分に加味しなくちゃいけない。
　そうですね。そういう意味で、行政はマスコミをあまりお使いにならないけれども、マスコミに積極的に協力してもらうのは、いかがでしょう。
　まさにそこへ行きますね。この後、コミュニケーションの変化に出てくると思いますが、おっしゃるとおりだと思います。
　横浜市の地域福祉保健計画の一環で団体ヒアリングに行かせていただいたなかで、仲手原マザーズクラブというんですけど、まさにこういう天性のコーディネーターさんがいらっしゃったんです。

　事例にもし取り上げるなら私は推薦したい方ですが、ほんとうに発想が豊かで、例えば資金稼ぎのためにはバザーをしよう。それから、お祭りにテキ屋さんを入れずに自分たちがやろう。そのときは学童保育のパパたちにおもちつきをお願いする。それが代々やっているうちに、見込みをつけた人に、青少年指導員の役を振ると、嫌とは言えない。お人柄もあると思うんですけど、人を見ながら、だれに物を頼んだら気持ちよく受けてくれて、喜んで参加するかのつぼも心得ていらっしゃって、参加している人は喜んで参加していました。多種多様な活動をしていらっしゃって、ヒアリングのまとめが間もなく出るかと思いますけれど、とてもおもしろいところを伺いました。
　確かに子育て世代であるＰＴＡ関係の集まりが活性づくと、地域がすごく活性づいて、地域の力になっていくかなという気はします。
　ＰＴＡで活動している人たちというのは、実は非常に長いことつながっているんですよね。
　そうですよね。だからいろいろな事情もわかり合って、ネットワークも広くて。このあたりが活性化すると、地域の活性化につながるという気はします。
　僕たちの地域の港南台でも、区レベルでもともと港南区の子育て連絡会が行政主導でありました。でも今、港南台という１つの地域の中で、保育園の園長先生たちの会に行政が働きかけて、主任児童委員の方や子育て支援のＮＰＯ、僕らみたいな人たちも入った、港南台子育て連絡会がすごく活発です。予算も年間８万しかないのに、ネットワークがどんどん広がっていって、子供たちが５００人くらい集まる七夕祭りをやったり、そこから派生して、実行委員会ができて、音フェスタという音楽のイベントが生まれたり。それも、どちらかというとＰＴＡの活動をされてこられた方々が中心になって動いているんです。あくまで結果的には、会議する場所としてケアプラザを借りて地域コーディネーターの方もメンバーに入ったんですけれども。本来そういう働きかけをコーディネーターの方が率先してやらなくても、そういう地域の芽を見つけてきて、制度や場所、ネットワークを紹介していく中で、結果としてその裏方役になったり、中野さんがおっしゃったような特殊な技能を持ったコーディネーターの方が出てくれば、そういう方とつき合っていったり、そういう立ち回りができることが必要なのかなという気がします。
　今のお話の中でヒントになるのは、例えば高齢者介護連絡会では人が集まらないけれども、子育て連絡会などの若い世代にはパワーがあるということ。また、ケアプラザという場をもっと有効に活用してもいいのでは、ということ。それから最初に斉藤委員がおっしゃったんですけど、地域の活動を促進するときは食をきっかけにするというのは実は非常に有効なやり方、ということですね。論点③はこの辺にさせていただきます。次の論点④で、資料のご説明があるということです。
　ここで、インターネットのバーチャルなコミュニティー、ＩＣＴコミュニケーションの変化というところで、前回、その部分がわかるデータがあればということでしたので、お手元に資料を用意させていただきました。それについて簡単にご説明だけさせていただきます。

【事務局より説明あり】

　ありがとうございます。要するに、コミュニケーションツールとしてＩＣＴというものが活用されており、非常に速いスピードで発展している。

　ただ、思いますのは、ブロードバンド普及率が６５歳から６９歳のところで５８％となっているけれど、そのあとの世代が問題で、７０歳から７９歳、８０歳以上は低いわけです。だから、今の世代がまたずっと老いてまいりますと、またこの予想図が変わってくるわけですけれども、７０歳から７９歳はまさに私の世代ですが、どこまで使っているかというと、使ってもらう動機づけをしていかなければ、なかなか使わないでしょう。

　もう一つは、パソコンなどの機械でコミュニケーションするようなときに、何と無機的なのか。自分は打っていても反応がないですものね。きずなが深まったと言えるのでしょうか。確かにブログを見ますと、そのご家庭のこともわかるのですけれど、でもやはり無機的です。これだけに価値があるんじゃなくて、もっと心の通い合う会話を通していかにコミュニケーションを進めていくかということに心を注いでいかないといけないんじゃないか。機械でコミュニケーションができて、それでよしとなってしまうと、これはまずいという感じはいたします。この資料が要らないとかというわけではありませんけれども、こういうデータの価値をどう考えたらいいのでしょうか。どうぞ。
　この動向から、我々が高齢になったときには必須アイテムだということは明らかに言えるわけです。コミュニケーションの手段というのはいっぱいあるわけで、それを行政も地域の活動している方々も、うまく利用していないというのが問題と思います。

　例えばテレビ神奈川や地元のラジオ、また、パソコンに情報を入れて、意見を聞かせてほしいとか、そういう形のものを、やはり行政がある程度介入して、そういった場をＮＰＯをはじめいろいろな団体に提供していくという姿勢が必要です。こういったことを通じて、一方的ではなくて双方向な、しかもサービスの評価等も含めた情報を発信させていく。聞かせる一方ではなくて、言葉をしゃべらせるというのを行えるというのは、コミュニケーションの近代化というか、多様化を通じてしか、多分できないのではないか。無縁社会も私はある意味、コミュニケーションの欠落が生んだ現象だと思っておりますので、資産や収入の多寡と関係なく、こういったコミュニケーションにいつでもアクセスできる、そういう仕組みをつくっていく努力をする。そして、どうやったらこれにアクセスできるかということをボランティアやＮＰＯさんの団体も一生懸命考えていくことが必要だと思います。
　パソコンをやらなかった方たちにもリテラシーをわかってもらえるよう、懇切丁寧に教えてくれる、そういう取組みも必要ではないでしょうか。そうすると楽しくなるかもしれません。
　保育業界では、自分のお子様の映像が家庭に随時流れてきて、走っているとか転んだとかがわかって、熱が出たら「すぐ来てください」と声が出る、そういうサービスがあります。

　今は、ＩＴを使えても探さなければ情報を得られないということが多々あります。でも、個々の家庭に必要な情報が送られてくる仕組みがあると、また使い勝手がよくなるのかなと。事業所ならばこの情報と登録しておけば送られてきますけれど、個人の家庭にはそういうことがない。これが自動的に必要な情報が送られてくるような状態であれば、例えば動けなくなっていても、家庭で済むことがあるしれない。また、これによって少しでも人を削減できるという可能性もあるのかなと感じます。だから、一つとして考えていくには有効と思います。
　それでは、論点④の「地域活動の『受け皿』をどう確保すべきか。『受け皿』はどのような組織であるべきか」というところをどうぞ。
　この論点がどういう考え方で出てきたのか、よくわからないのですが。
　検討の視点の上のところは、自治会・町内会の加入率が現在７７.６％ということで、年々１％ずつ減少しているという状況がありまして、自治会・町内会の受け皿になる、いわゆる活動主体が自治会・町内会でいいのか、もしかしたらそのまま減少していくということを考えますと、ＮＰＯ等のまた別の団体が今度は中心になっていくということにはなるのかどうなのかというところです。その将来予測も含めて検討の視点に入れさせていただいたところです。

　２点目のインターネットのバーチャルなコミュニティーというのが、先ほどのコミュニケーションのところで、例えば横浜市全域の中でＳＮＳみたいなものを立ち上げて、その中でのコミュニケーションの場にするとか、あるいは今、堀越委員からお話があったように、いろいろな家族の状況とかを、１つのサイトを使いながら今の状態が見られるようなものを構築していくとか、その辺の部分もひとつ活動の場になるのかなということで、論点の視点で挙げさせていただいております。
　ただ、地域活動の受け皿という概念が、１点目と２点目とでは異なるものを挙げていて、ちぐはぐな感じがするのです。

　１点目のほうに関しては、前回も議論してきたように、自治会・町内会という伝統的な地域社会組織だけを受け皿と考えるのではないということはほぼ自明になってきています。一方で、そこをＮＰＯという組織体の概念でとらえるというのもやや不思議で、そういう概念で地域社会、地域活動の受け皿を考えるということではないと思うんです。そこは非常に豊かな議論がされているので、そういうものをうまく概念化していかなきゃいけないと思っています。やっぱりなかなか伝統的な地域社会組織の枠から抜けられないというのが非常に歯がゆい。僕はこれを不必要だというわけではなく、非常に必要だと思っています。今回、『調査季報』に原稿を書かせていただいたのですが。相互圏というとらえ方をすると、そこに伝統的相互圏と市民的相互圏という概念でとらえられるので、その両方の中で地域活動をみていく必要がある。市民的相互圏を形成するのは、ＮＰＯ活動やコミュニティビジネス等さまざまな形態がありますが、基本的には市民の、いわば自発的な参加です。自治会・町内会というのは、やや自発性とは違って、役割をある程度ピラミッド型に振り分けていくという機能の中で成立するわけで、それ自体は具体的なサービスを提供する機能を本来的には持ち得ていないというものですから、そういうものと具体のサービスを提供するものをもう一つ考えて、その両者の中で受け皿をつくっていくということだと思うのです。

　２点目のほうは、何か行政としてお考えなのかなという雰囲気がするというぐらいで、ただ、今からＳＮＳもややアウト・オブ・デートかなという感じもします。
　そうですね、バーチャルなツールは、特にこの地域活動というとらえ方をしていくときには補完するツールだというところは、僕の中で一貫してあります。国際的な動き、全国的な文脈の中で、バーチャルからリアルな活動が生まれてくることはたくさんあって、ただ、それはごく限られた方々であると思います。資料の中のきずなの影響というのも、これが強まったと本人は理解していても、実は弱まっているのを薄めているだけで、これがなければひたすら弱くなっていく、もしくはそれできずなが得られているような錯覚を起こしていく。特に青少年の世代の人たちはすがるような思いでやっているけれど、そんなのはきずなでも何でもないということのほうが実はむしろ多いのかな、というふうにも見ています。その意味では、地域活動の受け皿の一つとなるかどうかということは、あくまでも顔の見える関係が前提であって、なかなかここがありき、主役にはならないだろうと感じています。
　ありがとうございました。

　論点④では、やはり自治会・町内会の組織と、もう一つ、自発性、主体性のあるＮＰＯ等との活動は両方要るという意見。それからバーチャルコミュニティーも関心としてはあるけれども、やはり目に見える関係の中で地域をつくっていく、そういう活動を促進していくということが必要だろうという意見をいただきました。

　それでは、今日は自助・共助のところまでということで、次回に引き続いてやらせていただきたいと思います。

――　了　――


・資料及び特記事項
	資料
	・「横浜における持続可能な福祉社会の構築に関する専門分科会　第２回討議資料」

・資料１「横浜市における持続可能な福祉社会の構築について　メモ」

・資料２「ＩＣＴ・コミュニケーションの変化」

	特 記 事 項
	次回は、12月21日（火）に行います。








PAGE  
7

